	学校名
	〇〇小学校


※　現住所が確認できる書類（運転免許証写し等）を添付のこと。
別紙様式第２
	　　　　　　　　　　　　　　通　　　　　　勤　　　　　　届


  　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和〇　年　４月　〇日提出

	カードNo.
	所属長認印

	
	
	

	
	１
	２
	３
	

	
	
	
	
	



	（任命権者）
宮城県教育委員会
殿　
	給与を支払っている所属名
	北部教育事務所
	職名
	非常勤講師（初任者研修）

	
	
	
	氏名
	　　　　　大崎　太郎　　　　　　　　　　　　　

	
	所属コード
	
	職員
番号
	

	
	
	
	４
	５
	６
	７
	８
	９
	
	
	
	10
	11
	12
	13
	14
	15
	16
	17
	18
	19
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	５
	２
	０
	１
	０
	３
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	勤務公署の所在地
	大崎市〇〇〇１－２
	主な届出の理由

　☑新規　　　　　　　　　　　　□住居の変更

　□通勤経路の変更　　　　　　　□通勤方法の変更

　□運賃等の負担額の変更

上記事実の発生年月日　　　　　　令和〇　年 ４ 月 １ 日
　□直前の届出の区間と同一の区間がある（該当する区間に

係る順路欄の□レ印を付する。）

	住居の所在地
	栗原市〇〇〇１－３
	

	　 　　下記のとおり通勤の実情を届け出ます。
	

	順路
	通勤方法の別
	区　　　　　　　間
	距　　離
	所 要 時 間
	乗車券等の種類
	左欄の乗車券等の額
	備　　考

	□１
	自家用車
	　から　　　まで

自宅　　　　～　勤務地
	１０.１　㎞
	０　時間３０分
	
	　　　円
	

	□２
	
	～
	・
	・
	
	
	

	□３
	
	～
	・
	・
	
	
	

	□４
	
	～
	・
	・
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	通　勤　距　離　等　の　合　計
	１０・１
	０・３０
	
	
	


	　確認及び決定欄（提出者は記入しないこと。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日受理
　※平均１箇月当たりの通勤所要回数における回数乗車券等運賃額・定期券価額等の比較により確認すること。

	該当条項
（会計年度任用職員給与等条例第５条による準用を含む）
	□給与条例第１１条の７第１項第１号

□給与条例第１１条の７第１項第２号（規則第１１条　□第１号　□第２号）

　□規則第１２条（会計年度任用職員給与等規則第２１条）（平均１箇月当たりの通勤所要回数　　回）

□給与条例第１１条の７第１項第３号（規則第１３条　□第１号　□第２号　□第３号）

　□規則第１２条（会計年度任用職員給与等規則第２１条）（平均１箇月当たりの通勤所要回数　　回）
□会計年度任用職員給与等条例第５条第３項により旅費条例を準用
□非該当（理由　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

	
	□規則第１５条の３第２項（事由が生ずることとなる日　　　年　　月　　日）

□規則第１５条の４第２項（通勤しなかった期間　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日）

□規則第１５条の４第３項（通勤しなかった期間　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日）


	7

	38

	39

	40

	41

	42

	43

	44

	45

	46

	47

	48



	




	　　給与条例第１１条の７及び人事委員会規則７－３８（通勤手当）の規定を準用し，上記のとおり確認し決定する。

	　　　　　　令和　　　年　　　月　　　日
　　職　氏名　　　宮城県北部教育事務所長　　　　
	決 裁 欄
	所　長
	総括次長
	班　長
	担　当

	
	
	専　決
	
	
	


【手当額計算欄】　　　　　　　　　　　　　　　　※１／２の場合　　　　　　　１月あたりの所要回数　　　　　回
①通勤手当　　　　　　　月額　　　　　　　円　　　　　　　　　円　　　　　支給方法
②旅費　　　　　　　　　　　　　　　　　　1月あたりの所要回数　　　　　　　　　　　　　　通勤手当　・　旅費
旅費システム上の距離　単価　　　　　　円×　　　　回＝　　　　　円　　　　
（　　　　　ｋｍ＋　　　　　ｋｍ＝　　　　　　ｋｍ）　　　　　　　　　　非課税限度額　　　　　　　　　円
裏面
［届出者の記入関係］
　１　この届には、通常行っている通勤の実情のみを記入し、例外的な方法等は記入しないこと。
　２　「職員番号」欄は、第二号会計年度任用職員のみ記入すること。
　３　「主な届出の理由」欄は、この届出を行う主な理由の一について「レ」印を付すること。
  ４　「通勤方法の別」欄は、通勤の順路に従い、徒歩、自転車、○○線等の別を記入すること。
  ５　「乗車券等の種類」欄は、定期券(６・３・１箇月)、回数乗車券、優待乗車券等の別を記入すること。
  ６　「左欄の乗車券等の額」欄には、定期券(６・３・１箇月)、回数乗車券の額等乗車券に応ずる額を記入すること。
  ７　「備考」欄には、往路と帰路における通勤方法又は通勤経路が異なるときは、その旨と理由を記入すること。
  　　なお、高速自動車国道等を利用する届出をする者にあっては、「高速自動車国道等使用」と明記すること。
  ８　届出に当たっては、下記の「通勤経路の略図」欄に、自宅から勤務公署に至る経路について記入すること。なお、往路と帰路を異にする者にあ
っては、それぞれの経路を記入すること（用紙に収まりきれない場合は、適宜別紙等を使用すること）。
  　　ただし、下記「通勤経路の略図」欄への記入は不要である。
［所属長及び認定権者の確認・決定関係］
　１　所属長がこの届を受理したときは、受理年月日を記入し、各欄の記入事項その他の状況について確認したうえで、認定権者に提出すること。
  ２　高速自動車国道等を利用する者の通勤料金部分に係る運賃等相当額は、「交通機関等」の欄にその額を記入すること。
  　　なお、交通機関と高速自動車国道等を併用する者にあっては、それぞれを合算した運賃等相当額を記入すること。
  ３　復職時等、職員からの届出を要せず認定を行う場合については、この様式を使用することができる。
　４　認定権者が「確認及び決定欄」の記入を行う場合において、「自動車等」の「使用距離」欄は、１キロメートル未満の端数は切り捨てて記入す
ること。
  　　なお、認定権者は、通勤手当の額の改定等を行った場合においては、次の欄により改定状況等の整理を行うこと。
　５　改定状況「①、②、③及び⑤の合計額」欄について、⑥の額が55,000円を超えるときは(55,000円＋(⑥－55,000円)/2)×(最長の支給単位)の
額を記入すること。
	改　　定　　状　　況　　（提出者は記入しないこと。）

	支　給　の　始　期　等
	から

年　　　月

まで
	から

年　　　月

　　　　　　まで
	から

年　　　月

まで
	から

年　　　月

まで

	交通機関等
	支給単位／支給開始月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月

	
	運賃等相当額　①
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 

	
	支給単位／支給開始月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月

	
	運賃等相当額　②
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 

	
	支給単位／支給開始月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月
	／　　　年　　　月

	
	運賃等相当額　③
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 
	　　　　　　　　　　　円 

	自動車等
	使　用　距　離
	㎞ 
	㎞ 
	㎞ 
	㎞ 

	
	自動車等の額　⑤
	円 
	円 
	円 
	円 

	１箇月当たりの運賃等

相当額と自動車等の額

の合計額　　　　　⑥
	円 
	円 
	円 
	円 

	①、②、③及び⑤の
合計額
	円 
	円 
	円 
	円 


	返　納
	事由(規則１５条の２第１項)
	□1号□2号□3号□4号
	□1号□2号□3号□4号
	□1号□2号□3号□4号
	□1号□2号□3号□4号

	
	事　由　発　生　年　月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月

	
	額
	円
	円
	円
	円

	休職等後の支給単位期間開始予定月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月
	　 　　　年　　　月


	通勤経路の略図（経路朱書）

記入もしくは別途添付すること
※記入もれ，経路朱線記入もれが多いので注意


記入例





非常勤講師（初任者研修）


非常勤講師（外国人日本語指導）


非常勤講師（免許外解消）


スクールカウンセラー　　　　　　　等





本人・所属長ともに押印不要





記入漏れがないか確認願います。





学校収受印





任用期間初日から１５日以内


※１５日を過ぎた場合は収受した翌月からの支給となります。





１箇月当たりの運賃等相当額と自動車等の額の合計額


⑥（④及び⑤の合計額）





自動車等�
�
使用距離�
給与条例第１１条の７第２項


第２号の額　　　⑤�
�
49�
50�
51�
52�
53�
54�
55�
�






１箇月当たりの運賃等相当額


④





裏面あり


※通勤経路の略図の記入（又は添付）及び経路の朱書きも忘れずにお願いいたします。








支給の始期等�
�
年号�
年�
月�
日�
�
73�
74�
75�
76�
77�
78�
79�
�






左のうち１箇月当たりの


課税対象額�
�
67�
68�
69�
70�
71�
�






①，②，③及び⑤の合計額


（注）�
�
61�
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63�
64�
65�
66�
�
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（注）⑥の額が55,000円を超えるときは（55,000＋（⑥－55,000）/2）×（最長の支給単位）の額を記入する。
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記載不要です


（事務所記入欄）











